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日本銀行政策委員会月報（第839号）

本月報に関する照会は、日本銀行政策委員会室（03-3277-3680〈直通〉）までお寄せください。

※　日本銀行はインターネットによる情報提供を行っており、日本銀行
　作成の最新の論文や金融・経済データのほか、日本銀行の概要などを
　ご覧頂けます。
　・ホームページアドレス　http://www.boj.or.jp/
※　本月報の内容について、商用目的で転載・複製を行う場合（引用は

　含まれません）は、予め日本銀行政策委員会室までご相談ください。

　　引用・転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。

本月報は古紙を含有する用紙を使用しています。
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１．議決事項

（１）金融政策決定会合関係�

◆金融市場調節方針の決定に関する件（9月18・19日）

　本委員会は、令和元年9月18・19日の金融政策決定会合において、次回金融政
策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすることを決定した。

記

1.�　日本銀行当座預金のうち政策金利残高に▲0.1％のマイナス金利を適用する。

2.�　10年物国債金利がゼロ％程度で推移するよう、長期国債の買入れを行う。
その際、金利は、経済・物価情勢等に応じて上下にある程度変動しうるもの
とし、買入れ額については、保有残高の増加額年間約80兆円をめどとしつつ、
弾力的な買入れを実施する。
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◆「当面の金融政策運営について」の公表に関する件（9月18・
19日）

　本委員会は、令和元年9月18・19日の金融政策決定会合において、当面の金融
政策運営について別紙のとおり公表することを決定した。

◆資産買入れ方針の決定に関する件（9月18・19日）

　本委員会は、令和元年9月18・19日の金融政策決定会合において、長期国債以
外の資産の買入れについて、下記のとおりとすることを決定した。

記

1.�　ETFおよびJ-REITについて、保有残高が、それぞれ年間約6兆円、年間約
900億円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。その際、資産価格の
プレミアムへの働きかけを適切に行う観点から、市場の状況に応じて、買入
れ額は上下に変動しうるものとする。

2.　CP等、社債等について、それぞれ約2.2兆円、約3.2兆円の残高を維持する。
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◆金融政策決定会合の議事要旨（2019年7月29、30日開催分）に
関する件（9月18・19日）

　本委員会は、令和元年9月18・19日の金融政策決定会合において、金融政策決
定会合の議事要旨（2019年7月29、30日開催分）注1）を承認した。

注1）　インターネット・ホームページをご参照ください（9月25日公表）。

19-09-347　06_1-4要旨承認.indd   6 2019/10/10   13:51:48



7令和元年8・9月　第839号

（２）通常会合関係�

◆参与の推薦に関する件（7月26日）

　本委員会は、令和元年7月26日、日本銀行法第23条第4項の規定に基づき、財
務大臣に対し、中西 宏明 氏を参与に推薦することを決定した注2）（9月1日、財
務大臣より任命）。

注2）�　本件は、本委員会で7月中に決定したものですが、財務大臣による任命後に発刊さ
れる月報に掲載する扱いとしました。

◆政策委員会月報（令和元年7月）に関する件（8月27日）

　本委員会は、令和元年8月27日、政策委員会月報（令和元年7月）を承認した。
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◆令和元年度の職員の給与等に関する件（9月10日）

　本委員会は、令和元年9月10日、令和元年度の職員の給与等について、下記の
とおり決定した。

記

1.�　管理職を除く事務職員・技術職員・庶務職員の定例給与およびエキスパー
ト職員の月手当については、従業員組合との協議を整えたうえで、「事務職
員・技術職員・庶務職員及びエキスパート職員の給与支給額、支給割合等」
（平成10年9月21日決定）注3）の一部を別紙1のとおり改正し、令和元年10月1日
から実施すること注4）。

2.�　職員の令和元年度の賞与等について、「日本銀行における職員の給与等の支
給の基準」（平成10年9月21日決定）に基づき、次のとおり取り扱うこと注4）。

（１）管理職
　　5月および11月賞与の支給率を、いずれも2.327か月とする。
（２）管理職以外の職員（エキスパート職員を除く）
　�　従業員組合との協議を整えたうえで、5月および11月賞与の支給率（定�
例給与の改訂による増加分を除く。）を、いずれも2.189か月とする。ただ�
し、5月賞与の支給に当たっては、同年4月の第1営業日の賞与計算基準給�
与の額に対し、上記1．による定例給与の改訂を反映した場合の増加額に相
当する額として総裁が定める計算方法により算定した額を加算するほか、11
月賞与の支給に当たっては、令和元年4月から9月までの定例給与の額に対�
し、上記1．による定例給与の改訂を反映した増加額に相当する額として総
裁が定める計算方法により算定した額を加算する。

注3）�　「事務職員・技術職員・庶務職員及びエキスパート職員の給与支給額、支給割合等」
の全文については、インターネット・ホームページをご参照ください。

注4）�　日本銀行職員の給与等の概要については、インターネット・ホームページをご参
照ください。
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（３）エキスパート職員
　�　従業員組合との協議を整えたうえで、5月および11月賞与の支給率（月手
当の改訂による増加分を除く。）を、いずれも0.992か月（担当者の補助的�
または定型的事務を職務とする者は0.766か月）とする。ただし、11月賞�
与の支給に当たっては、賞与計算基準給与の額に対し、上記1．による月手
当の改訂を反映した場合の増加額に相当する額として総裁が定める計算方�
法により算定した額を加算するとともに、令和元年4月から9月までの期間�
の実働時間に応じて支給される月手当の額に対し、上記1．による月手当の
改訂を反映した増加額に相当する額として総裁が定める計算方法により算�
定した額を加算する。

3.�　「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（平成30年法
律第71号）により改正された「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理
の改善等に関する法律」（平成5年法律第76号）が施行されることおよびこ�
れに合わせて「短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待
遇の禁止等に関する指針」（平成30年厚生労働省告示第430号）が適用され�
ることを踏まえ、従業員組合との協議を整えたうえで、「日本銀行における職
員の給与等の支給の基準」（平成10年9月21日決定）を、別紙2のとおり一�
部変更し、令和2年4月1日から実施すること。
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2．報告事項

●最近の考査結果の概要（金融機構局）

●�金融機関の業務運営動向とリスクの状況に関する定例報告（金融
機構局）
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